
Ⅱ. 手続きの流れ

企業版ふるさと納税は、企業の皆様が、寄附を通じて地方公共団体の行う地方創生の取組を
支援した場合に、税制上の優遇措置が受けられる仕組みです。通常の損金算入に加えて、法人

住民税や法人事業税などを合わせて、寄附額の最大９割の税が軽減されます。

Ⅰ. 制度概要

▶ 企業様にとってのメリット

社会貢献

・企業のＰＲ効果
・ＳＤＧｓの達成

熊本市との新たな

パートナーシップの構築

地域資源などを活かした

新事業展開

➋ 払込方法のご案内
熊本市から納入通知書を送付しますので、寄附金の払い込みをお願
いします。

➊ 寄附の申し出
熊本市の地方創生の取組を応援していただける場合は、寄附申出書
に必要事項を記入し、政策企画課へご提出ください。

➌ 寄附受領証の送付
市ＨＰでのＰＲ

寄附をいただいた企業の皆様については、寄附受領証を送付すると
ともに、熊本市のホームページでご紹介をさせていただきます。

➍ 税制上の優遇措置
企業の皆様が受領証に基づき税務署等に地方応援税制の適用がある
旨を申告し、税法上の優遇措置を受けます。

損金算入による軽減効果
国税＋地方税

約３割

①法人住民税＋②法人税

約４割

控除 ③法人事業税

約２割

控除 企業負担

約１割

軽減効果最大

約９割に！

通常の寄附の軽減効果

企業版ふるさと納税を活用した寄附の軽減効果

寄附額



▶ １回あたり10万円以上の寄附が対象となります。

▶ 寄附を行うことの代償として、経済的な利益を受けることは禁止されています。

（例）×寄附の見返りとして補助金を受け取る

×有利な利率で貸付をしてもらう

▶ 本社が熊本市に所在する企業様の寄附については、本制度の対象となりません。

お問い合わせ先
熊本市政策局総合政策部政策企画課

TEL   ：096-328-2035 

MAIL：seisakukikaku@city.kumamoto.lg.jp

Ⅲ. 寄附メニュー

Ⅳ. 留意事項

〔ＨＰはこちら〕

➊ 移住・定住の促進と交流の活発化

●ＵＩＪターンなどの人材還流による人材確保策の強化
●東京圏を中心とした移住就業の促進に向けた取組の推進
●創業・起業支援や事業承継の推進、中小・小規模事業者の販路拡大
●郷土文化財制度の運用や地域の魅力的な文化資源の発信
●新技術を活用したスマート農業の実現
●経営安定化の推進による農水産業の担い手・雇用確保
●熊本の特性を生かしたＭＩＣＥやスポーツ大会の誘致
●国内外から人々が集い交流するまちづくりの推進
●熊本市動植物園の魅力ある施設整備や園の管理運営 など

➌ 地域の特性に応じた社会環境の創出

●持続可能で誰もが移動しやすく暮らしやすい都市の形成

●住民主体の自主自立のまちづくり活動への支援

●高齢者や障がいのある人などが豊かに暮らせる環境づくり

●連携中枢都市圏を活用した近隣市町村との事業連携

●人口減少社会を見据えた公共施設の適正配置

●熊本地震により被災した道路や橋梁などの計画的な復旧

●災害に強く良好な居住環境の形成 など

➋ 少子化の克服と次世代育成

●未婚者に対する出会いの場の提供などの結婚支援
●妊娠・不妊や出産に対する相談・支援体制の構築
●待機児童解消のための保育サービスの充実
●子ども・青少年の健全育成の推進、放課後児童対策の充実
●子育てしやすい職場などの環境づくりの支援
●経済的問題を解消するための若年層の雇用の安定化
●熊本地震によって傷ついた子どもの心のケアの継続
●いじめや不登校などの教育に関する相談体制の充実
●特別な教育的支援を要する子どもたちへの適切な支援
●将来を担う子どもの命を守る医療提供体制の充実 など


